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１．はじめに 
本論文は,1980～1990年代における日本

企業の対中進出に関して,筆者が 2000年に

実施した現地ヒアリング調査をもとに歴史

実証的に分析することを目的とする.その

場合,特に松下電機産業(以下松下)を中心

とした松下グループの対中進出を事例とし

て,合弁企業の進出戦略あるいは中国パー

トナーとの合弁戦略の特徴を明らかにする

ことを課題としている. 
周知のように日本企業は,1980年代以降,

特に85年のプラザ合意以降の急速な円高 

進行を契機としてアジアへの直接投資を急

増させた.すなわち,日本企業は日本国内で

のコストとりわけ人件費が急上昇すると,

シンガポールを軸に ASEANへと進出した.

また 90年代に入ると,より安価で豊富な労

働力による生産を展開するために,中国へ

と進出した.さらに 90年代以降,中国の賃

金が上昇すると，ベトナムやミャンマーな

どに進出する企業もあったが，中国にとど

まり，その広大な国内市場を獲得しようと 

する企業もあった．さらに，日本市場が行

詰まりを見せていたため，中国の市場を目

指す誘因は大きかった． 
   一方，中国側は，国営企業改革の推進に
よって，抱えていた過剰労働人員が表面化

した．余剰人員が増加し続けて大量の失業

者を抱えている状況である．特に，国有企

業の企業内余剰人員は，1995年に企業従業
員総数 1.14億人の 18.8%に達している．こ
のような余剰人員は職場から排除され，企

業内待業の「下岡職工」に入る．しかし，

職場からの排除は大胆であったが，改革の

過度期にある社会主義の中国では，従業員

を完全に企業から切離すのが困難であった． 
  日本の電気産業の中でも特に松下を分析
の対象とするのは，中国に進出している外

資企業の業種において，電機，電子，通信

設備等は最も多い業種であった．60年代か
ら，松下は家電製品の国内トップメーカー

であるだけでなく，海外への進出において

もトップの地位を守っているからである．

松下は 98 年までに，48 の国と地域に 253
社が進出しているが，進出先地域の中で最
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も多いアジア 82社のうち，中国へは 49社
と最も多い．松下の中国への出資額は 5 億
ドルを超え，他の製造業の進出と比べ，進

出件数も進出金額も中国ではトップになっ

ている．また，各新聞などでは松下の進出

に関する報告が増えており，松下の進出は

海外でも注目されている注①． 
日本企業の直接投資形態は合弁企業，合

作企業，独資企業があり，三つを総称して

三資企業注②という． 中国に進出した日系企
業の場合，大別して 2 種が存在している．
一つは中国を輸出拠点として位置づける労

働集約型の部品生産や組立産業の企業進出

であり，もう一つは，中国国内の市場拡大

を期待しての企業進出である．前者の場合，

独資企業が多く，合弁企業の場合でも 50%
以上の株式日本側が所有する．他方，中国

国内市場志向で進出した日本企業の場合，

中国の国有企業と組んで合弁企業の形態を

取るケースが多い．中でも，松下電器の対

中進出の 49社中，独資企業 3社の他，合弁
企業は圧倒的に多い．ここでは松下の合弁

企業に注目したい． 
                                                   
注①下谷政弘(1999)『松下グループの歴史と構造―分権・
統合の変遷史』を参照されたい． 
注② 日中合弁企業―「中外合資経営企業法」に基づいて設
立される法人格を持つ有限責任の会社である．出資は現

金，建物，機械設備，工業所有権，技術，土地使用権な

どをもって行い，日中両方が出資比率に応じて，経営，

リスク，損益を負担する． 
・日中合作経営企業―日本側が資金，設備，中国側が土

地，労働力を提供し，金銭的評価による出資比率は計算

せず，契約により双方の権利義務関係の遂行利潤配分を

行うもので，共同経営期間が過ぎれば企業が中国側の所

有となるという企業形態である． 

  特に、本論文では、一つの企業グループ
を事例として分析し、各合弁企業を日本側

と中国側に分けてそれぞれの進出戦略を分

析し、内販権の獲得に着目し、親企業がこ

れまでに得た市場を目指すのを注目して国

内市場の目指す進出戦略を明らかにしよう

とした研究である.中国側パートナーの余
剰人員の処理,また,地域余剰人員の処理と
いう視点から合弁戦略について分析する.
松下 5 社の電機企業で行った現地調査を事
例として具体的に考察を進める.これらの
企業に対して,実際に現地で企業にインタ
ビューを行い，以上の課題の調査結果から

明らかにしたい. 
 
2．松下の対中戦略 
  対中進出した松下系列の日系企業の進出
戦略，現地パートナーの合弁戦略について

検討する．そのため，松下 5 企業について
行ったケース・スタディーの下に，分析す

る． 
  調査については，2000年 8月から 9月末
にかけておよそ一ヶ月半にわたり北京，上

海，杭州において，現地資本との合弁を含

む日系５社を対象に実施した．調査方法は，

原則として一つの工場を一日単位で行い，

具体的には管理者との面接と工場見学を実

施するという方式を採用した．インタビュ

ーの相手は日本人，中国人両方であった．

聴き取りの内容は，主に松下側の進出戦略

―中国への進出動機である． 
  また，現地調査以降も，電話や FAX電子
メールなどで，企業状況についてフォロー

している． 
                                                                        
・外資企業（独資企業）―外国投資者の100%出資の企業． 
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1）北京松下彩色顕像管有限公司 
  北京松下顕像管有限公司は，松下が 80年
頃から技術協力を推進し始め，中国との技

術提携は 120～130件にも上る．87年に松
下における戦後の中国合弁第一号として設

立された．北京国有企業北京電子管廠，北

京顕像管廠，中国電子進出出口公司北京分

公司，中国工商銀行北京信託投資公司と松

下電器産業（25％），松下電子工業（25％）
の合弁によって設立した．出資比率は，北

京側と松下側が半々となっている．カラー

テレビブラウン管，蛍光灯を製造，販売し

ている．設立から短期間で利益を出してお

り，中国エレクトロニクス産業の中では優

良企業として知られている．労働集約型，

技術集約型の両方が存在している．生産額

は順調に伸び，92 年には販売収入は 10 億
元(1 元＝15 円)，99 年に 30 億元を越えて
いる．20％が輸出，80％が国内市場で販売
されている．部品はほとんど輸入に頼らず，

国内市場で調達している． 
  この会社は，市場戦略の中で巨大な中国
市場に参入し，それを維持拡大していくこ

とを最重要視している．中国の「改革開放」

政策が実施されてからまた日が浅く，多く

の日系企業は中国市場の潜在的可能性を認

識しながらも，中国投資環境の未整備など

を理由に積極的な対中進出を行わなかった．

このように投資環境が極めて不透明な状況

のもとで，松下は北京市に大規模な投資を

行い，日中合弁企業を設立した．日中双方

にとってこの合弁企業は初めての試みであ

り，注目を浴びた． 
  市場において，最近，家電製品は飽和状
態にあり，競争が激化している．1998年 8
月にはカラーブラウン管メーカー8 社が市
場価格を調整するため，信息産業部（情報

産業部）にブラウン管の輸入に対して抗議

し，約 1ヶ月間生産を停止した注③．生産停
止により，価格の大幅下落は回避され，中

国のブラウン管の輸入は減少し，市場状況

が改善された．この会社は激しい競争に対

して，国内市場の需要に合わせて，大画面

のブラウン管も作るが，他社が生産してい

                                                   
注③ 1999年まで，中国は，およそブラウン管工場 1社の
生産量に相当するブラウン管 500万個を輸入していた． 
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ない製品（例えば，14インチブラウン管な
ど）を生産したり，蛍光灯などの新製品を

増やすことなどで対応したりしている． 
  松下は中国政府に要請され，中国の低賃
金，安い電力，土地，原材料などによる低

コスト化を目指した．合弁契約の中で，当

初の販売計画は 70％が内需向け，30％ が
輸出向けとなっていた注④． 当時，中国の
GNP規模はそれほど大きくなく，カラーテ
レビを購入できる家庭も限られていた．し

かし，中国の市場には将来性があると見込

まれていた．中国経済が発展するにつれて，

国民の生活レベルが向上すれば，カラーテ

レビはいずれ普通の家庭にも入るようにな

ると期待されていた． 
  80年代中頃は，中国の第二期消費ブーム
であり，カラーテレビ需要が急激に拡大し

始めた時期でもあった．但し，当時，カラ

ーブラウン管は日本から大量に輸入してお

り，カラーテレビの国産化を目指す中国に

とって，カラーブラウン管生産は焦眉の課

題であった．こうした事情を背景に，松下

と北京市が 50：50の出資比率の合弁事業を
スタートさせた．また，このカラーブラウ

ン管事業は単純な組立ということではなく，

装置工業であり，ハイテク領域でもあると

いうことで，中国の近代工業化に寄与する

点も大きいと判断されたといわれている． 
2）北京松下控制装置有限公司 
  この会社は，松下電工と国有企業北京有
線電総廠が提携して，松下電工が 80％を，
北京有線電総廠が20％を出資して設立した
合弁企業である．小型通信用制御部品（リ

レー）を製造，販売する会社である．1993
                                                   
注④外貨管理の厳しい中国では，進出企業の外貨持ち出し

に関しては，事業の中で獲得した外貨で調整する「外貨

バランス」が求められており，30％程度の輸出は不可欠
なものとされていた 

年 11月に設立，94年 6月に操業を開始し
た．内販権注⑤は 100%であるが，国内市場
販売量は 40%である．残り 60%は日本，ア
メリカ，ドイツ，台湾，韓国，シンガポー

ルなどへ輸出している．しかし，96年から
輸出のうち 10%は香港から中国へ返還され
るため，実際の国内市場の販売量は 50%と
なっている． 
  工場は，労働集約型，技術集約型が存在
している．技術集約型が多い．その中で，

一部の製品は日本では生産しておらず，中

国だけで生産している．そのため，日本で

生産して輸出していた分に相当する50％の
製品を中国以外のアジア，米州，欧州とい

った国外市場に輸出している．北京松下顕

像管有限公司は，全世界に向けた営業体制

を目指している．国内市場も国外市場も拡

大しつつある．資金の回収が難しいため，

国内市場の拡大に影響している． 
  松下から見れば，大きな市場は進出の動
機であった．また，現地パートナーの国有

企業北京有線電総廠はリストラ策の一環と

して，情報通信関係のアメリカ，ドイツ企

業との合弁で分社化を図ると共に，多くの

関係会社を傘下に抱えるなど，企業集団化

していた．このような現地パートナーの関

係会社ネットワークを販売ルートとして活

用することができる．例えば，北京有線電

総廠はドイツ企業と合弁して西門子公司を

設立し，スイス企業と合弁して愛麗信公司

を設立し，また同時に，この二つの会社へ

の部品を供給していた．西門子公司と愛麗

信公司は，中国で競争力が強く，生産量が

                                                   
注⑤中国内市場での販売権利である．池上隆介『中国』総

合法令  1993年．中国では，合資の場合は中国国内外で

製品を販売することができるが，独資の場合は国内販売

については認可期間から許可を得た比率にしたがうとな

っている． 



 5 

多い企業である．北京有線電総廠と合弁す

れば，少なくとも，以上二つの会社の大き

な市場を獲得できるという見込みがあった．

親企業が同じ国有企業であるから，子会社

間の協調も可能である．松下電工は合弁す

るため，北京有線電総廠に対して 20％も松
下電工が出資する形になった． 
3）北京松下精密電容有限公司 
  北京松下精密電容有限公司は，松下電器
70％と国有企業北京無線電二廠 30％の合
弁で，1995年 6月に設立され，96年 11月
に操業開始した．合弁の経緯は，北京市電

機産業の国有化活動注⑥の中，電容器（電気

容量器，キャパシタである）の生産を北京

無線電二廠に任せることになった．松下電

器は現地のパートナー北京無線電二廠と，

技術提携契約を結んだことがあるが，その

技術提携が両者間の信頼関係の基盤になっ

ている．技術の導入から，合弁に進展した．

テレビ，プログラム自動制御交換機，ビデ

オデッキ，FAX，コンピュータなどの部品
である電容器を製造，販売している． 
北京松下精密電容有限公司は毎年生産を

拡大しており，まだ，投資額の 2000万元を
回収していないが，1999年には，利益を出
した． 
  ECQ-UV 電容器―(中国語は CL21 型電
容器)は，99年には 1000万個，80％を日本
に輸出している労働集約型である．

ECQB(M)電容器―(中国語はCL21x型電容
器)は，世界でも一流の技術を導入しており，
技術集約型であり，生産量は月 3000万個で，
輸出計画は 60％であるが，実際には 80％を
輸出している． 

ECQV(Z)電容器―(中国語は CL61 型電
容器)は，以前 5，6 人が一つのラインを管
                                                   
注⑥国内で作られた部品で製品を作る． 

理していた．97年末に，日本から導入した
中古の設備を日本に戻し，日本からより先

進の設備を導入してきた．それにより，一

人が二つのラインを管理できるようになり，

技術集約型になった．従って，ラインを増

やし，月 500万個を生産することが可能に
なった． 
  当時の松下電器は，中国政府の技術協力
要請に対応し，低賃金を目指しながらも，

中国現地市場の潜在的な成長性も予測され

たことで，合弁の形をとった．国内市場の

予測は 4―5 億の大きな国内市場の潜在的
成長性を見込んだ上で進出した．また，外

資企業への優遇政策，地価の安さなどを考

えていた．国内内販権は 100％であるが，
製品の 80％を輸出，20％を国内市場で販売
している．最大の販売先は中国の大規模国

営テレビセットメーカーである長虹テレビ

公司である．中国の資金回収難―三角債問

題があり，市場の開発は難しい面がある．

 

 
  三角債とは，B社が A社に支払う製品の
代金を C社への製品の販売による収入で支
払うことになっているため，この際，C 社
からの支払いが遅れると，Aに対する B社
の支払いも遅れてしまうことになる．債務

不履行の場合も同様である．3 社以上の場
合は多角債という現象もある． 
  90年代末，中国国内において DVDやテ
レビなどの製品の消費が飽和状態になって
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おり，製品価格の下落に伴って，部品の電

容器も価格が下落している．会社は投資を

拡大，品種を増加し，中国市場のニーズに

合った製品の選定作業に入って，製品を変

えつつある．例えば，110(AV)の電容器から
250(AV)の電容器への改良などを行い，中国
市場を拡大しつつある． 
4）上海松下半導体 
  上海松下半導体は日本松下電子工業，松
下電器産業と国有企業上海華旭微電子公司

との合弁（資本金 24.75 億円で出資比率は
それぞれ 59%，25%，16%，契約期間 11
年）で 1994年 11月に設立され，1996年 8
月に操業を開始した． 
 市場別売上高構成を見ると，全体的には国
内販売が 80％，輸出は 20％であり，99年
7 月から資本を回収し，当年に黒字になっ
た． 
  設立の背景として，まず中国政府から，
中国おけるビデオ国産化は国家重点プロジ

ェクトの一つであり，ビデオ用集積回路国

産化，通信用，AV用，家電用などの民生用
マイコン・IC及び電力用個別半導体素子な
どの国産化を支援してほしいという要請が

あった． 
  松下側が中国への進出に当って，戦略と
して，独資企業ではなく，合弁形態を選ん

だのは，このような要請に応えるため（中

国国内販売）には現地パートナー側の経営

資源を活用する方が有利であることの他に，

長期的な観点から様々な事業を展開する上

で必要な足場づくりや中国政府関係者との

人脈作りにも有効であると判断したからで

ある．親企業を通して，市場の拡大，税金

などの優遇政策などをしており，合弁の形

による内販権の獲得を考えていた． 94年 6

月に大連では，華録・松下録像機有限会社注

⑦が設立されて，松下グループ企業が部品を

調達する際に，その部品を提供することに

なっている． 
5）杭州松下燃気具有限公司 
  この会社はガス機器を製造，販売する合
弁会社である．資本金は 16.2 億円であり，
その内訳を見ると，松下側出資は 75%で，
残りの 25%は，中国国有企業の杭州市五金
工業が 15%，金魚電器公司が 10%を出資し
た．98年の業績は 9800万円で，黒字にな
った．販売戦略として，製品は 100%中国
国内市場で販売しており，普通の国有企業

の製品に比べ，値段が多少高いが，高品質

のため，売れている．中国市場だけでは狭

いと考え，市場を安定させ，外貨を稼ぐた

め，世界市場にも参入しようとしている．

99年に 10％を輸出することになっている．
原材料と部品は 5～10%を日本から輸入し，
90～95%は中国国内から調達している． 
  ガステーブルラインと給湯機ラインとい
う二つのラインがあり，ガステーブルライ

ンは労働集約型で，日本より 15年遅れてい
る設備を導入し，15年前の日本で作られた
製品を作っている．給湯機ラインは技術集

約型で，日本と同じレベルの設備を導入し

てきた． 
  会社は華東地区にある浙江省の杭州市の
開発区に立地する．進出当時に，中国の北

から南まで幾つかの地域を考察した後，①

鄧小平の南巡講話のもとで，杭州に技術援

助をして，レベルアップさせ，また雇用機

会を作れる．その代わりに，中国の市場で

販売できることになり，100％内販権が与え
られる．②中国側の要請に日本側が応じて，

中国開放改革政策による経済成長に伴い，

                                                   
注⑦製品はビデオデッキ，VCD，DVDなどである． 
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家庭用高級炊飯器，給湯機に対する需要が

伸びていくことが予想される．国内メーカ

ーはまだそのような新しいニーズに応える

だけのレベルには達していない．そのため，

日本企業からの技術移転によって国産化を

推進する必要があった．③合弁相手の国有

企業は中国では優良企業である．同じ製品

を作っているから，製品を作る設備，技術

もあり，技術者，技能者もいる．④現地の

賃金水準，低物価，物流，杭州国際空港の

建設予定など総合的に考えた上で，95年合
弁会社を設立，97年 2月に操業を開始した． 
 
3．まとめ 
松下の対中進出全般についてまとめると，

松下の対中進出は，技術の導入，低賃金，

優遇政策を目指しながらも，特に中国市場

の開拓を重視したものであった．つまり，

今後，中国の消費市場は急拡大し，地球上

の最後にして最大の市場が登場しつつある

との判断から，合弁による内販権を獲得し，

中国への販売の拡大市場を目指して進出し

たものといえる．中国側には，資金，技術，

設備の導入や，改革によって表面化した余

剰労働力の吸収，さらに所在地域の余剰労

働力の吸収というメリットがあった．特に，

外資企業の労働者の受入れに関して，パー

トナーの国有企業から従業員を受入れるケ

ースが多く，都市部での就業のチャンスを

与えている．中国の都市部就業者全体の年

平均増加率は 3.9％，そのうち国有セクター
は 1.5％に過ぎなかったのに，外資系企業は
全体の約 11倍，国有セクターの約 28倍に
あたる 41.3％にも達している．このように，
外資企業は，国有企業の余剰労働力も吸収

していると考えられる． 
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